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１ 自律的な事業運営に向けた組織基盤の強化 

（１）人材の確保・育成 

人材確保に向けた法人就職説明会や内定者説明会を、オンラインも活用しながら開

催し、新卒及び既卒者を３２人採用した。 

職員の資質向上を図るため、研修計画に基づき、全職員を対象とした福祉の基礎理

解、コンプライアンス研修のほか、管理職研修や経験に応じたキャリアパス研修、職

種別研修を実施した。 

また、次代を担う職員を育成するため、社会人に必要なビジネススキルを習得する

内容を新たに取り入れた新規採用職員研修や、就職２年目・３年目を対象とした若手

職員学習会を開催した。 

 

（２）財政基盤の強化 

本会における主な財政基盤は、交付金や補助金、委託料収入などの公的財源である

ことから、期中での決算見込みを作成し、各事業の予算の執行管理を徹底するととも

に、予算執行状況を複数体制で厳正に精査し、適正化に努めた。 

また、寄附制度について広報誌やホームページで広報し、本会への寄附の確保に努

めた。 

 

（３）組織基盤の強化 

ア 透明性の確保 

コンプライアンス意識の向上を図るため全職員を対象とした研修を実施するとと

もに、「内部管理体制の基本方針」に基づき、組織経営のガバナンスの確保と本会業務

の適正な遂行に努めた。 

また、法改正や通達に基づき、職員就業規則、経理規程、個人情報保護規程などの

各種規則・規程を改正し、法令遵守に努めた。 

さらに、公募により新たな会計監査人を選定し、予備調査及び定期監査を通じて、

適正に経理事務を執行した。 

 

イ 広報・啓発活動 

情報発信・情報共有を組織全体で推進するため、プロジェクトチームを立ちあげ、

社協事業の周知に向け、市・区社協の事業が一目で分かるパンフレットを作成した。 

また、ＩＣＴを活用した地域活動の取組みを紹介するなど、コロナ禍においてもつ

ながりを絶やさないよう、より多くの活動実践をホームページや広報誌で発信した。 

取組み実施状況 
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に対し指導・助言するとともに、管理職・経理担当者別の研修を開催した。 

また、法令遵守に向け、各種法改正に伴う規則・規程の整備、働き方改革関連法へ

の対応についても支援した。 

さらに、新たに各区社協を巡回指導する担当職員を本会に配置し、年２回の実地調

査により法人運営・会計処理状況を把握するとともに、共通した改善事項や統一すべ

き事項を指導・助言し、各区社協の法人運営の平準化に取り組んだ。 

 

５ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた支援 

（１）認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

ア 認知症サポーター養成講座の開催支援 

認知症サポーター養成講座の計画書や開催状況を把握・管理するとともに、養成講

座の開催を希望する企業・団体への支援として、必要に応じ講師調整や関連グッズの

需給調整を行った。 

 

イ オレンジサポーター地域活動促進に係る支援 

認知症の人やその家族の生活ニーズと認知症サポーターをつなげる「ち～むオレン

ジサポーター」の立ちあげを図るため、その担い手となる「オレンジサポーター」を

育成するステップアップ研修を、区社協や認知症強化型地域包括支援センターの協力

を得て、会場を分散し、オンラインを活用して実施した。 

また、各区の認知症地域支援コーディネーターを対象とした連絡会を開催し、ち～

むオレンジサポーターの立ちあげ事例を共有し、活動の推進に向け支援した。（令和３

年度立ちあげチーム数：５３チーム） 

その他、認知症の人にやさしい取組みをしている企業・団体をオレンジパートナー

としてホームページに掲載し、認知症の理解が広がるよう取り組んだ。（令和３年度新

規掲載企業・団体数：５３０団体） 

 

ウ キャラバン・メイトの養成、フォローアップ及び組織化の支援 

キャラバン・メイトがコロナ禍でも柔軟に対応できるよう、オンライン型認知症サ

ポーター養成講座の開催手法を学ぶ体験型研修、講座内容を学びなおす聴講型研修な

どを実施し、資質向上を図った。 

また、組織化支援として、キャラバン・メイト連絡会へ加入を希望するキャラバン・

メイトの名簿を作成し、各連絡会へ情報提供した。 

 

エ 認知症カフェ運営に係る後方支援 

認知症の方と家族、地域住民、専門職など、誰もが参加できる「集う場（認知症カ

フェ）」開催にあたっての講師招聘の相談や経費を助成するなど支援した。 
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７ 大阪市ボランティア活動振興基金や助成金などによる民間活動への支援 

（１）大阪市ボランティア活動振興基金を活用した福祉ボランティア活動の支援 

地域におけるさまざまな福祉課題の解決や、ボランティア活動の振興及び地域福祉

の向上・増進・推進に寄与する福祉ボランティア活動を支援するため、１６４団体へ

助成した。助成団体に対してアンケートを行った結果、、団体の身近な相談先である区

社協による支援が必要なことが明らかになり、基金の申請時期に合わせて区社協向け

の説明会を開催した。 

また、より広く基金が活用されるよう、新規申請団体を対象に申請時の留意点など

を伝える説明会も開催した。 

さらに、助成金交付団体の活動を取材し、情報誌ＣＯＭＶＯに掲載して、基金の活

用状況を広く市民に周知した。 

 

（２）共同募金を活用した地域福祉活動の支援 

市内で居場所づくり活動をしている団体を対象に、ＮＨＫ歳末たすけあい助成金を

活用した「居場所づくり支援事業助成金」を１２団体に交付した。地域住民が集える

場（各世代が交流できる場、社会参加できる場、役割を感じられる場、学習支援やこ

どもの居場所など）づくりにおいて活用され、感染症対策や新たなアイデアを取り入

れた活動の推進につながった。 

 

（３）善意銀行による支援 

市民・団体からの善意の預託(金品・物品)を活用し、地域コミュニティづくりをは

じめ、地域福祉活動の推進や大阪の社会福祉に関する社会福祉施設・団体・関係機関

などに助成した。令和３年度から「地域づくり・つながりづくり応援助成金」を創設

し、コロナ禍の状況下にあっても、各区・地域においてつながりを保ち続けるための

取組みを含め、金品及び物品を合計２００件払い出した。 

また、コロナ禍において、特に衛生物品（アルコール消毒剤、マスクなど）の寄附

が増加したことに伴い、各社会福祉団体を中心にマッチングした。 

その他、株式会社セブン－イレブン・ジャパンと締結した「商品寄贈による社会福

祉貢献活動 寄贈品に関する協定」に基づき、コロナ禍での緊急支援として寄贈品を

生活困窮者の支援やこども食堂に活用した。 

 

８ 災害に備えた取組みの推進 

（１）職員の災害への危機管理意識の醸成 

災害発生時に、迅速かつ適切に対応できるよう、市・区社協合同災害対策本部設置

訓練を実施し、特に初動期における市・区社協間での情報共有や連携の重要性を改め

て確認した。 
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